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アメリ力における州の教育アカウンタビリティ制度と学校認証評価

一初等中等学校のアクレディテーション:ミシガン州の事例一
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はじめにーアカウンタピリティ概念の官用"一

周知のように近年のアメリカでは，学力向上を至上命題と

して公立学校の責任=教育アカウンタピリティを鋭く問う制

度が，州教育局側教育委員会事務局，州教育庁)の主導の

下で強力に構築・運用されてきたに

州アカウンタピリティ制度と称しうるこれらの制度には，

いわゆるNCLB法制。 ωldLeft B也血d)の影響も邑濃く受

けながら，学カテストの点数に特化した諸基準の設定，それ

に基づく各学校への鞘面の実施，基準を満たさない学校に対

する厳しい介入措置(人事異動，学校経営権の剥奪，閉校

等)をはじめ，非常に特餅句な構成要素が含まれる。従来，

教育の地方分権・現場主義の中で学区教育委員会キ港学校の

自主性・自側企が一定程度尊草されてきたと言われるアメリ

カ教育の伝統を鑑みれは論争的課題を提起するものとして

認濁tすべき動向である。

しかしながら，こうした動向を州による教育集権化志向と

のみ見なすことは妥当ではなし、。とりわけ州アカウンタビリ

ティ制度のうち，責任遂行の成否を判断する宿平価Jの位相

に着目すればそこに見出されるのは，学校の自徐性に委ね

つつ学力テストの点数によって著者炎チェックするとし、う桝旦

みだけではない。各校が適切な教育活動に取り組んでいると

とを州が針。に認める，認語科面(制加働組岨)と呼ばれる

桝 aみもまた見受けられる2。さらに，その認証評価自体が，

各学校の継嗣句改善を支援する意図・機能を有する兆候も読

み取れるのである3

もとよりこのような取り組みは米国全体て脅擦しうるもの

ではなく，また，厳格なアカウンタビリティ要求との相克の

中で様々な作用を受けながら，揺らぎゃ変質・変容を呈する

相貌も浮かび上がる。したがって，過度に期待・楽観視され

るべき対象とは言えなし、

とはいえ教育におけるアカウンタピりティの‘顎用"とさ

え言える昨今の状況では，そうし剤師Lや葛藤も新たな道を

指し示す手がかりとして重要となる。

すなわち，本来は教育専門家の独善とされるような事態を

批判的に捉えるためのアカウンタビリティ概念力行，学力向

上を掲げて教育者の自覚的改善を強く求める中で，彼らの統

御下にある要素/ない要素を厳密に糊付ず包掛句責任を追

及するための概念と化して際限ない努カを求めることになり，

彼らを追い詰めるような性質を帯悦台めていると受け止める

べきではなし、か5

例えば，児童生徒の学力には学校キ朝市の教育カ以外に社

会経済的背景等の変数も作用しているはずだが，そのような

条件の影響勘tはま寸づ分昔に考膚慮、されているとiは1主L思Jわコれなb川、アカウ

ンタピリテイ概念が有する説明性とUしい、う本質的属性さえ

明さえしておけば良いとbい、づう無責任な謡惑を与える"等の理

由で批判を受け，説明責任の訳語は吾避され，成果に対する

包括的責任を負うべきとの論理 (r結果責任Jr成果達成責

伯)が優勢にもなる6。そうなれば同概念が教育専門家の

弁明や弁解を正当則立置づけない道具として手1閲 され，ある

いは機能するおそれも生じる。教育成果に対する社会の側の

要望・期待に応えることは重要ながらも，例えば期待自体が

妥当か公正カ噂を問い直す格絵は減少していく。無前提・無

批判に既存アカウンタピリティ概念に依拠する研究活動が，

事態の悪化に拍車をかける傾向も魅含、される。

こうした状況下では，州アカウンタピリティ制度を単なる

集権一分権軸やテストによる管理等といった視点で一元的・

一面的に捉えるのではなく，統制，抑圧，支援，承認等，

様々な力学が渦巻き，混乱・葛藤が展開される舞台として捉

え，各学校の教育活動や，保護者 ・住民の教育通念に働きか

ける作用に注目しながら，その構造と機能を丁寧に紅撫いて

いくことが重要な砂閉議題のーっと言える。そとから，アカ

ウンタピリティ概念の適正化・公正化を実現する新たな市鹿

のあり方を模索する手がかりも与えられよう。

本稿は，以上の課題欝哉に本格的に応えうるものではない

が，その糸口を探る前提的作業のーっとして，ミシガン州に

おけるアカウンタビリティ制度の紹介・検討を行う 7。同州

では，各学校へのアカウンタピリティを要求する伽肢の構築

において，認詔評価と改善支援を軸として出発した。けれど

も，州がその状況を改編する動きを見せて少なからぬ混乱も
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生じている。以下，同州における教育アカウンタピリティ制

度がし、かに設計されようとしていたのかという側面を中心に

各学校に与えうる作用に注目しつつ，その展開過程の概要を

追いながら，若干の検討を試みる。

1. ミシガン州の学校認証評価制度

2(削年代以降のアメリカでは，前述のようにNCLB法の強

い影響の下で，各j十|が教育上のアカウンタピリティを果たし

うるような制度の構築・導入が急務の課題とされた。ミシガ

ン州も例外で、はなかった。

この課題に対応するにあたって同州の州教育局例|教育委

員会事務局)は，各学校が適切に教育活動を行っているか否

かについて評価・判断した上で，各校に対して州から公的な

認証を与えるという学宅器、話平価制度を用いることにした。

それが， 2002年度から導入された「エデ、ユケーション・イエ

ス包伽ationYES : a y:副sti.ck伽~cell剖紳∞，ls=優れた学

校のための評価尺度)Jと附設しる制度である。

この制度の目的は，綱腕的な学校改善(叩血∞田副∞1

improvem也 t)に向けた諸基準を設定し，学校への支援や介

入の必要度を図る手段を提供することと要約できるB。諸基

準設定・評価・介入等から成るアカウンタビリティ制度が，

認高医科面市肢とし、う形態を取ったと解せられる。

同州、昨校法では，州、|教育局が実施する認証評価に関する規

定が設けられている 9。それに従って認括判面の大まかな流

れを示せば以下の通りである。

まず，そこで定義される認言画判面とは「ある学校が一定の

諸基準(剖狙伽ds)を満たすか超えている」ことを州教育長

によって保証される(民雌ed) ことを指す。満たすべき諸基

準は，チト|の標準学力テスト(ミシガン州学力調査， MEAP: 

Mich取mE伽cationAsses回国Program)の点数のみならず，

学校の経営と組織，カリキュラム，朝議員，学校施設・設備，

学校と地域の関係，学校改善計画と学業成績の各領域に渡っ

て設定されるものであり，各学校での教育活動を総事甜切こ評

価する意向を読み取ることができる。

各基準に則した評価結果を点数化・集計した結果，諸基準

を満たすと判断された学校が「認証(制吋凶)Jされるこ

とになる。諸基準同前たさなしが，改割頃向にあることが認

められた学校は「暫定認証(也岡也)Jとされる。諸基準を

満たさなし、学校は「不読証(田制哨吋)Jとなる。

暫定認証とされた学校には詳細な個別評価 (afull buil血 g-

level evaluati皿)の実施が求められ，①基醐句な学校の諸情報

の集約，包浮校自己言利回の実施，領方問調査と外部開面(正

当性の承認:validation) ， c1:認証評価に用いる成績情報の確

定，告洋校改善計画の開発，等が行われる。

他方，不認証と評価された学校が3年連続でその評価を改

善で、きなかった場合，校長交代，保護者による転校先学校の

選択，同州内の大学等からの支援，閉校等の措置が科される

ものと規定されている10。実際に不認喜正となった学校数は多

くはなしL過去3年分の実績は表1の通りである11。

2. 州認証評価を通じた学校改善支援

(1)学校改善の「フレームワーク」

州教育局による認m平価をめぐって注目されるのは，その

過程において，各学校に対する改善支援機能を発揮しうる可

能性を読み取ることが可能な点である。この点について，さ

らに掘り下げて検討を行う。

ミシガン州杭認証評価制度で、は，第一に，単に結果として

の児童生徒の学業蹴糞水準だけを訓面対象とするのではなく，

学校における教育活動や学校経営の行為の質自体をも評価に

含める点で，他j、|、|のアカウンタピリティ制度とは一線を函す

ものということができる。第二に，その教育活動や学校経営

への評価に際して，単にそれら水準の優劣を間い，証明する

だけの評価に終始するのではなく，評価プロセスが学校改善

に直張に資するような工夫が重ねられている。

州教育局は「エデ、ユケーション・イエス」の導入に伴い，

学校の自己評価・自己改善のための指針となる「学校改善フ

レームワーク (SIF:sch∞，1 Jmprovem咽 Franeworl.<.)Jを策定

した(次頁表2参照)。従来の教育学研究・学校経営研究や，

各地のベストプラクテイス等に依拠して開発したとし、う12

その構造は，まず5つに渡る「領域団ad)Jが掲げられ，

その下位項目として「スタンダード」が，さらにその下位項

目として「ベンチマーク」が，それぞれ1~3つほど設定さ

れるものとなっている。各ベンチマークの中には，それを象

徴する複数の[重要な特徴。三.eyolara蜘凶cs)Jが挙げられ

る。総じて評するなら，いわば学校改善のために必要な視点、

や問題意識が体系化されたものとし、える。

表1 ミシガン州における学校認置評価の結果(過去3年分)

2∞'7-08年度 2∞S明年度 2α>9-10年度

認証校数旬開吋凶) 1，526校 (40.6，}も) 1，680校 (45.8，}も) 1，842校 (49.8%)

暫定詰証校数値蜘im) 1，775校 (47.2%) 1，526校 (41.的) 1，372校 (37.1%)

不認証校数(四郎副刷) 8校 (0.2%) 5校 (0.1%) 3校 (0.1%) 

対象外※ 452校 (12.0'}也) 4ω校 (12.5%) 479校 (13.0'}も)

※注:小規模佼等で引、|学カテスト受験者数30人剥荷の場合は対象外となる。

出典 :M出伊lD刷出mofE伽油.oo，School均四1CardSI問問的'andDataFile201O，
t即/九刊wmi出伊19pv/，生四国首S!m仙耐えR明白川吐1 0:対e_Nun蜘百~2010_3295吐7.却より備え
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(2)学樋羽田の「ルーブリックJ

各学校は，州、|の認5函判面を受ける際，これらに即して自校

の状況を自己百軒面することが求められる。その際重要な

特徴jごとに設定された「学校プロセスループヲック (SPR;

Scb∞，IPr慨ss浪曲iC)Jによって新酉を進めていく。

伊jえば「領域II. リーダーシツブコの[スタンダード2.

共有型リーダーシップ)で設定された「ベンチマーク1.

校文化書風土jを見ると重要な拘敬」のーっとして「協

働的探究(Coll必仮寝起veIn伊IY)jが掲げられる(次頁表3

参照)13 ル…ブリックで、の評価に入る前に，これが各校で

実現されているかどうかを振り返る補助線として「協議上の

聞いの例(嗣坤，leDisct悶冊Qt師側j と閉まれる 1"'-'3個

の質問が記される。伊jえば f教員が薬まって教育実践等につ

いて議論する時間がどう細載されているか。学校における協

犠探究のタイプを挙げよ。Jrそれらの会合で関壕轄の会話を

提すために黒いられるデータや躍報i立。それらはどう使用さ

れるlPoJ rどれほどの割合の耕議員が，これらの/H委員会等

に日常的に出席するか。どの稜度の頻度で校長は出席する

か。」等の問いである。各校はこれらの聞いを念頭に瞳き皮

甥しつつ，準備されたループリックを用いて自校における状

況を次の4段階で自己評価していく 14

恩.欄欄的肘であ柿る 証勧弘叫叫r)

; 鶏 し … 拘 州蜘削

.割郁ち抽尚旬に実臨している 0⑮P副 d助1砂yTn同可事刺p凶z畑阻岨臨叫泊

国.取り組み材I始台帥めた (伽臼出拘g加凶吋) 

こうした手!唄・形式を経ることによってこそ，必ずしも学

力テストの点数では捉えきれない教育活動や学校運営の質・

水準を可能な限り丁寧にすくい上川聞い直し，評価しうる

と考えられる。学校の外割渚にとっては，当競校がいカミなる

努力を重ねているのか哩解する手がかりを与えられる。

また「協議上の間いjや f重要な糊敷J，さらにループラ

ックの判断基準には，学校目立善上の具体的な要点や見逃され

やすし、点が記される。しかもそれらは，抽象的な，もしくは

無蹴童に設定される方向目標ではなく，実践可能な行為目標

として表記されるよう努められてb、ることが読み取れる。学

校改善を摸索する鞠談員にとっては，これらの工夫が，其体

的な改善努力iこ償問有益カシつ重要な参照枠組や参照事夏と

して受け止められる余地も広がるであろう。

もとより，上記のフレームワークや'lV-ブリックを鮒脚j

に過度の拘束力をもって捉えると，教育活動の消極的な意味

での規格化・形鞍化をもたらし，各校の自由で創造的な実践

を阻害するおそれもある。とはし、え同州、!の場合，学機判面を

単なる良し悪しの判断=選日IJのためではなく，あくまで改善

支援の具現化のためにこそ吊いようとする筋道が見て取れる

のであり，その点で大いに注目に笹ずる。

設めてミシガン'1'1のこうした取り組みを学校攻善支援とい

う文艇でまとめるなら，次の物数を挙げることができる。

第一lこ，提来の調査研究から整理・導入した「学校改善プ

レームワークJを基盤とすることで，櫨雑かっ多様な教育活

動・学校経営という課題遂行に対して包括的・統合的な言利回

を行うと同時に，そこから進むべき改善への道のりを体系的

に示しうる。第二に，評価根拠となる諸資源例とそれを判断

する千見誌をも加えたルーブYックを未IJ活用することで，外部

者と栢互了解可能な妥当性・倍額性ある音軒高を行いうると得

時に，告校の弼達点・梧対的段階を確認，Tることを毘し，次

に拐をなすべきかを知るための示唆を与えうる15

こうして各授は，単に最榊包な数値結果だけが関われるの

でなく，研究終調査に裏打ちされた教育活動・学校経営上の

望ましい行動を明示的に意識化でき，自校での有無も確認可

能となる。いわば，各校が，開唱とする日常の教育活動・学

校経営を整序しつつ振り返り， 自己音判面を深め，改善への道

を自ら探る。そうした営為が'"の謂西湘制度が支援する機

能を果た吹日このような構醤を見出すことができる。

表2 学校改善フレームワーク(領域，スタンダード，ベンチマーク)

領域 舗域11 頓域阻 l 鵠域w 樋域V

学習のための指導 iリーダーシッブ j鞠識員主宥哲骨響 i学校一地域間関保 jデータ・構報管理

一一ST2.教授活動
剛 1計繭
爵位実線

泣&皇室型
リーダ}ンyプ

， 割1学校文化風土
:鵬綱樹首矧善

ST2.情報の管浬

聞 1分析と解釈
蹴活用

ST2.専門員宇野醤

剛 1協働

動位内容・指導方法
蜘整創生

ST2.地域住民の関与
i劃旦

罫Mlコミュヱケーション
BM2積醐句関与

(出伊伊国証j

ST3.運営・資源の

主主主主と
酬資割院の配分
酪程マキトフメント

ST3.アセスメント
BMl教育課縫と指導に

Il~してしも
B昭データが報告，和j

用されてしも

出典:Mi命明lDepartn剛ofE伽閣∞ヲ向伽仰脱却枇溺問弁&お揃訓阻'}!Schoollmp明Jeme11IFl附開岬北島-ands.2007， 
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表 3 学校割面のためのJ!r-ブリツク←部臨粋)

領域II.リーダーシップ>ST2.共有型リーダ、ーシップ>BM1.学校文{じ風土

4.↑細鰍窒

協議上の悶いの例

1.教員が集まって教育実践等につして諦命する時間がどう調整されているれ学校における協働探究のタイプを挙げよ。

2.それらの会合で同僚間の会話を促すために用いられるデータや情報はそれらはどう使用されるれ

3.どれほどの害拾の教職員が，これらの4委員会等に日常的に出席するれど0瑠度の頻度で、校長は出席するれ

実践のスコープ(ルーブリック)

重要Fょ鞘敷 取り組み始めた 剖ち湘包に実施している 多謝してしも 模漏並句である

Gett量JgS凶 凶 P副凪lyImpl自国政対 Implemented E加工科町

4.闘掛端視
日朝哉員聞に，教え 口学校の日常的スケ 口少なくとも週1回集 口ほぽ毎日集うような協

協働，探究，リスク と学びを語り合うこ ジュールに{立置づけ まるような協働チー 働チームが忠郎裁・編制

を引き受けること，そ
とを促すような構造 られてはいないが， ムが組織・編制され されている

して反観慎践の精神
が確立されていな 学年団・耕ヰ団にお ている

が学校文化に組みこま
し、 いて定期的に協働 口協働的実践の焦点

が見られる 口協醐句実践が，指導 が，個々の児童生徒
れる。 の改善に第一義的 の成績改善乃方略と，
教職員は頻繁に協働 日本来は相互作用を 口教室でのアクションリ な:憶保を当てている 児童生徒の学習の分

して，自身の教育実践 与えあえる小グル サーチや，ピア研究 析に基づいた指導の
を語り合ったり，調査 一プの間に溝があ グループ，ピアコー 口大半の鞠哉員が，教 改善説こ当てられる。
研究したりする。 り，対話を他に拡張 チング帯コ探究的実 室でのアクションリ

すべての構成員が学 するような支援が， 践を開始，ないし参 サ}チや，ピア研究 口教室でのアクションリ

校全体の改善(耕識員 ほとんどなされて 加する耕議員がし、る グループ，ピアコー サーチやピア研究グ

の力量向上や児童生徒 いない チング等の探究的 ノレープ，ピアコーチン

の成績を含むJに貢献 実践に参力町する グ等の探究的実践が

できるような，協働 日間回れてしも

学習共同体として，学
口学年・華t科を超えて

協働が定期的に起 ロ学年・教科を超えて協
校が4鮪Eしている。

こる (蜘瀕劉こ起こる

開面の際に利用可能なデータ源 記述された，あるいは観察可能な結果の例

口会議の次第，議事録 l口闘聯句実践を示す言回処

口学年団・糊団のカリキュラムマップ |口どの程度，他殺科・他学年との関係方ち昔けられて/つなげられているか

口探知句実践を示す言改表やビデオ等 !口糊された探硝鋤コ質と融0嚇

出典:Miduga1Dq凋位賀山口論.JCatiαI，Michigan&hod Imp明明憎nlFI町即日間k必b加:，2∞6，p.37
およひ畑出gaDep副I副 ofE伽 ati∞，Michigan主SchodImp明 明 憎nlF1抑 留wlN'k:Acti，四 P研ず'oIio，Schod 

C岬伊管財脚助副会A&s儲問。ぜandPlanl時五回ls，Schod proc四 prqj官'e，2009，p.86，より僧丸

3.州アカウンタビリティ制度改定の頓挫

( 1 )ミシガン州教育局による制度改定の意向

以上の通り，ミシガン州における州アカウンタピリティ制

度は学校認:~判面制度として生成され，少なくとも形式的に

は学校の継続的改善を支援する体制が整備されてきた。だが，

連邦からの指示も含めて，公立学校に対して学力向上を求め

る社会的期待・要求が一層高まっていく o

それを受けて同州、|教育局はアカウンタビリティ制度改定に

乗り出し，従来の認証制面制度としての性質を弱め，他州と

同様に学校への厳絡なアカウンタビリティの達成・確保を求

める制度へと転換を試みた。しかしその試みは地方学区から

のg齢、反発を受け，さらには訴訟も引き起こされたため，

2012年 1月現在，頓挫したままである。そこではし、かなる変

更が目指され，どのような問題点ゆえに反発を受けたのか。

これらを確認することは，教育アカウンタビリティ，および

それを受ける学校評価のあり方を考究する上で重要な示唆に

つながってし、く可能性がある。

こうした課題意識に基づき，以下，同州におけるアカウン

タピリティ制度改定過程の概略を追い，今後の研究にかかわ

って重要と思われる論点・課題の確認を詐切る。

州教育局1'J:2010年，上記のエデュケーション・イエスと呼

んできた学校認証一制面制度を iMI.・SAAS(Michigan 8<担lOl

A ω副剥Jityand AJ但 editation骨髄m)Jと科寸る制度へと改

定する声明を発表した16

この改定は，時限立法であったエデ‘ュケーション・イエス

が同年9月に失効することに伴い，新たな施策が必要になっ

たことにも起因する。さらに連邦からの影響も背景要因とし

て挙げられる。 2003年以降，割、|、|出軒目教育省に対して刷、ト|

統合アカウンタピリティ報告書(仁加soli制吋加eAppli，剖佃

Aω醐 M助， Workbook) ~の提出を義務づけられた。その中

で，州、|アカウンタピリティ制度の有無・概要等について記す

ことが求められている17

ミシガン州教育局が上記改定に際し，従来の認証言判面制度

で問題視したのは，その評価結果がNαBの「適切な年間学

力伸張度仇.YP: AJ抑 1蹴 Y叩 lyProgress) Jの測定結果とー
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致しないことであった。彼らは，エデ、ュケーション・イエス

の導入がNCLB法に対応するもので、あったと指摘した上で，

この制度では，ほとんど全ての学校が「機能しているJと評

価されるが，連邦の要求に照らせば形骨刻七していると言われ

でも位方がなし、状況だ，と総括したのである。

その上で「最も介入と支援が必要な学校の識別」が可能と

なる制度が必要だと提起した。学力テストの点数，卒業率，

AYP等，連邦施策の樹票をほぼ踏襲する形明H内の全学校を

序~1J1ヒし，一定割合の底辺層を不認若正とするとし、う制度であ

る。いわば同じ制吋刷皿の語を用いながらも，学カランキ

ングを用いた，いわゆる一般的な形態での州アカウンタビリ

ティ制度への転換をノ示すもので、あった。

具体的に示された矧面の榊旦みは以下の通りである18

1)州学カランク下位5%の学校は自動的に不認喜ι
2) 十|惜主力ランク 6~80%の学校は自動的に暫定認~iF.，

3)連邦の学校改善基金または学校改善局の指標で下位5%

の学校は自動的に不認喜iF.，

4)認証されるためには， 95%の児童生徒がテストを実施す

る全新ヰで学力を測定されなければならな川

新たに生成されようとしたMI-SAASは，こうした認喜E軒両

を部分として含み，学校聞の序タ財ヒを伴う包事由句な州、|アカウ

ンタピリティ制度として構想された。そこでは，次の4つの

情報を各学校別に収集し，ウェブ等で公表するものとされる。

第一に児童生徒の到達度(袖ievl四咽)，第二に州法や政策

等の遵守状況，第三lωd

学校，学区，生出或，州、Ifこ関する追加的情報である。こうして，

前述のような学校運営の過程を尊重する丁寧な取り組みは，

影を潜めていくことになる。

(2)改定の波紋と反論

学校の序夢Ij{ヒを強めるような州教育局の改定案は，当然の

ことながら学区から大きな反発を招いた。

明確に州、|の方針を批判したのは，同州南東部tω或の'21学区

の教育長らが構成するマコームカウンティ・学区教育委員会

協会偽ifacombco田町ASSI:刈ationof Schω，1 Adminis位波間)で

あった。同協会l立010年8月に州教育局に阻・臥ASfこ関する

意見書を提出し，学力テストにのみ基づく評価の実施を厳し

く批判し丸そして認諦噸では，耕牧村舌動への児童生徒

の参加率，保護者参加の水準，大学との単位互換，学力補充

機会の提供， AIα等の共通テストに則した大学進学湖南側兄，

鞠哉員の研修参加率，等の指標を使用すべきと提案し，これ

ら指標こそが，保護者，蝉戎企業等に対して学校の状況を

より良く示すことになると述べる19 改定前の同州の制度を

含む伝統的な認a有面が，学校教育の条件相畠程を書見した

上で必須・有効な事柄を音羽面項目化しようとしていたことか

らすれば彼らの主張は認証評価の意義を改めて確認するも

のだ、ったといえよう。

さらに彼らは， AYPを認証矧面に含むことにも強く反発す

る。そこで批判されたのは， AYPの測定が学校にとって非常

に厳しし、ものであり，それを認証音羽耐こ含むことである。例

えは学力テストのほぼ全耕ヰで上位成績を収めた学校が仮

に→頁域でも(例えば特別支援教育の数学等)適切な前大成

績向上が見られないと判断されれば，その学校はAYP全体を

満たしていないと判断されてしまうゆえに，不合理・不公正

だと考えられており，それを認語摘に含むことに対して反

発したので、あった。

他方， ミシガン州教育委員会においても，州教育局の方針

は抵抗なく受け入れられたのではなかった。

教育長から改定案について説明がなされ，教育委員たちが

同案の是非を審議・採決したのは2010年10月12日の教育委員

会の会議であった叱その議事録を通読すると 2名が明確に

改定案に対する異を唱えており 1名は採決を棄権し，賛意

を示したのは8名の教育委員中5名に留まってし、る。各教育

委員からの意見でも，連邦施策への向調や低成績校への介入

が正当化される一方で，学力への偏重傾向や，手法の権力性

への懸念が表明されていた(表4参照)。

表4 ミシガン州教育委員会議事。010年10月12日)における主な意見

貸さH動 主な意見

-連邦政府や州、融府の方針と一致した，カνつ目的の明瞭な認直医科面システムが必要で、ある。うまく行っていなし、学校に

対して変革と選択を求めたい。インセンティブは，学校のコントロールで、きる事柄に対して付与されるべきである。

賛成 また，資源は学校と朝市を支援するためにこそ与えられるべきである。人々は，児童生徒の成績にのみ依拠すること

(5名)
を望んではいない。教育委員会は児童生徒の臓責lことって大切な他の数値も扱おうとしている。

-制度は良く練り上げられており専制的なものではなしL

-より強力なアカウンタビリティの有却1必要なので賛成し、くつかの反論には同感の部分もあるが，糊;:NαB再承認

後には，実盤でなくても変革を生み出すことが大切L

-この制度が少し不安。振り子が振り切れ過ぎの感がある…。(学力水準が大きな比重を持つので，それ以外の項目で
反対 は)ランクが上位でも，認喜正されないとし、う学校が出てくるのではなし鳴も

(2名) -州、|教育長にここまで(学区・学校同踏み込む櫛艮を与えて良いものれたとえ「法」に明記された樺長でも，諒正

評価のプロセスは教育委員会の「政策」なのだから，最初に認轟E開面を正しく規定しておくことが必要。

棄権
-少し厳しすぎる制度ではなし、れ例えば出席率について，不登校の基準や対応ガイドライン等があるのか，それとも

(1名)
データを集めて認舗帽に使うだけれデータを集める必要性は理解できるが，問聞紙が困難な学校に対する謝七

や支援にもっと注力したしL

出典 :MdJ靭I鋭御B個 dofEd.ぉ副∞，Mi1蹴 sg仰幼0・12，201O，pp-9-12， より僧丸
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(3)新たな改定案と地方学区の提訴

上記のような反発を受けながら，州教育局は2011年2月に

改定案を変更するに至る。

変更されたアカウンタビリティ制度の改定案では，それま

で爵見されてきた学力テストの点数を次点に回して，まず学

校の法令遵守を制面基準の筆頭とした。そこでは，全教職員

が州資格を有すること，年間学校改善計画の作成，必要な教

育課程の提供，年間報告書の作成，達成目標の明示，言語・

算数テストの毎年の実施，全米学力調査 (NA回:National 

A蹴 皿 阻ltof&h刷onalProgress)への参加，出席鞠0%超，

95%以上の児童生徒が学力テスト受検，とし、う 9項目が掲げ

られ，一つでも欠いた状態が2年続くと不認証となる21。こ

れが範頁とされたのは，後述する州学校法への遵守を形の上

で示すための対応策だ、ったとも考えられる。

学力テストの点数については， AYPの使用こそ廃したが，

その代わりに「州全域・学校別学カランキング(鋭掛川de

TopωBo肱llllRan凶g)Jという，テスト結果や卒業率等の数

値から算出される全学校ランキングを使用して，結局，上位

20%を認証制~6%を暫定認証，下位5%を不認証とする

という桝且みが踏襲された22。筆頭から外れたとはいえども，

テストの点数に基づく各学校の序列ヒが，認語科面の中心と

されていることがうかがえる。

不認証とされた場合，各校は前述のエデ、ユケーション・イ

エスと同様の措置を受ける。だが，これまでの制度では不認

証校数が少なかったことに対して，このM・SAASでは毎年一

定数の学校が不認証となることが予想されるため，市Ij裁措置

が実質化されたとも受け止められるお。

以上の通り州教育局による改定案の変更は，学区から批判

された要点を取り下げるどころか，むしろ強化するような方

向を打ち出したもので、あった。

こうした州教育局の姿勢は，学区教委から到底岩恋される

もので、はなかった。状況を深刻に受け止めた州内の3学区ど

1団体は， MI-臥ASの差し止めを求めて2011年2月にミシガ

ン州教育局と教育長を提訴するに至る。原告固となったのは，

ファンデーノレ(F，担制e)学区，カラマズー依aIamazoo)学

区，ランシング住m泊宅)学区に加えて，これらの3学区も

含んだ川内31の都市部学区から成る「ミシガン中都市学区協

会⑪制品α臨&hぉationAssociati皿)JであるM。

彼らは，以下に掲げる4つの理由を示してMI-SAASが逝去

であると主張した。

第一に，現行の州学校法では認証矧面に含tJVくき基準とし

て，1)学椀軍営と榔設， 2)耕輔， 3)学校施設・設備， 4)学

校一地蛾間関係， 5)学校改善計画， 6)児童生徒の学業局読書，

を掲げるが，Ml一品ASではこれらを十分に含まな川特に1)，

3)， 4)の視長を欠いてしまってしも。

第二に，州学校法におし、て「認居正音羽面は児童生徒の学力テ

スト成績にのみ基づくもので、あってはならなしリと禁止され

ているにもかかわらず，新たな制度改革では，標準テストの

基準を満たせないだけで不認証となってしまう。これは，す

なわち学力テスト成績にのみ基づいて詑若面利回が行われてし、

-6 

ることを意味するもので，チ|、|学校法に反する。上記改定案で

は，こうした指摘を懸念・察知した教育局が，その対策とし

て範頁項目の対1替えを試みたものと思われる。

第三に，州学校法では州議会の上刊完の文教委員会の承認

を待って学校へ周知すべきところを，その承認を得ずして周

知したとし、う手続き的不備がある。

第四に，上言問苛請のみならず，そもそも介|学校法に記載さ

れる認若E平価の諸基準の改定手続きが，州行政手続法に合致

していないおそれがある。

以上4点から，逝去可能性例齢、阻・鮎ASが即日鴇止され

なければ，各学区が自身の意に反し，適法で、ない目的に対し

て教育予算を支出せざるを得ないと同時に，認喜正剥奪=不認

証によって法令上のペナルティやスティグマ，評判を聞きつ

けた保護者の転居等に伴う児童生徒数の減少等，回復不能な

損害を受けると原告団は主張したので、あった。

これら争点、について原告団が特に疑問視したのは，学カラ

ンキングという序列に従う相昨淵固によって，絶えず一定割

合の学校が不諒正とされてしまうことであった。原告団の一

員で、あるファンデール学区の教育長メイヤ-(Meier， G収)

は次のように述べているお。

「昨年，議員たちと話をしたときも，州、|教育局がどうやって

この制度を設計したのか関心を示していた。なぜ州、|教育局

は，州内の20%以外の学校から恋意的に認証を取りあげる

ような選択をしたのか， (議会の文耕委員会のメンバー

にも分からなかったようである。私と同様，彼らも，これ

で、どうやって生徒を救うのかと疑問を抱いていた。」

なお当該提訴に対する正式な判決文については，現在のと

ころ入手できていなし、。したがって司法判断の詳細は今後の

検骨課題であるが，その後の経緯を追跡すれば， MI-SAASの

i劃宏性が認められた様子がうカがえる。

すなわち，訴訟の一ヶ月後白01昨日)に，管轄裁判所

であるインガムカウンティ巡回裁判所(Jngbam白，mtyCirc凶t

Cotnt)において，原告団の主張が一部認められる形で，阻・

臥ASの一時差し止めが申し渡されたお。また，州、撒育局自身

も阻イ臥ASの成立を断念して，新たに「ミシガン学校アクレ

デ、イテーション(Michi伊 scb叫 A∞吋刷佃)J と税寸るア

カウンタピリティ制度の構想、を示しており，改定案が再変更

された模様である九しかし，その内容を通覧してみると

訴訟で指摘された点を極力改善する努力は見受けられるもの

の，依然として学校別学カランキングの利用は取り下げられ

ていない等，論争の火種は残ったままとも言える。

むすびにかえて

以上，材高ではミシガン州の事例を取りあげ，その概要を

検討してきた。同州の教育アカウンタピリティ制度は，認証

評価制度とし、う形態の下で生成・運用されていた。そこでは

当初，学校の実情に即して繍揃句改善を支援するとし、う思念

に基づく設計が試みられたものの，学力テスト点数向上を求

める連安隊育省の方針や全米的な機運の中で，学校の序列じ



アメジカにおける州の教育アカウンタピ歩ティ制度と学校翠註評揺

に基づく結果重視型の設計へと州教育毘が粧換を試みる摸棉

が見て取れた。いわゆる底辺校・学力困難校の発見，特定，

公表，介入等のスキームを確立するアカウンタピリティ制度

へと変容する力学制動し、たものと考えられる。

外!教育局にしてみれば学力テストの点数向上が望めない

現実を眼前に，財政難で人員・予算等の諸資源が制約される

中で，議会や州民への要求・批判に効果的効率的に応えよう

としたとき，この変容はほぼ唯一の選択鼓と映りうる。

逆にこのことは，認w1l資料面の基本理念の一つで、ある教育専

門家の協f動的な自動努力自体が，その存在意義を議われる時

代であることも象徴している。州全体の学力向上を期すれば，

まず梧対的な惑3暑の改欝を求めるの泣記事長でもある。しか

も従来の「戴劃からすればそういう学校ほど変革し勝、

のであり，それを動か寸1~.B震を求めるのも畠黙かもしれな同

学校教育の過程を丁寧に岡田・支援するとし、う車合:は，あま

りにも迂遠で無駄が多し、とされてしまいがちである。他方，

現場の教育者には，自らの統制下になし胃糊も含んで評価さ

れ，また本来最も「てこ入れj されるべき学校総掛IJやステ

イグマに悩むとし、う結果は容認できるものではな川

こうしたミシガン州の論争的状況からは，研究上の方法的

観剖こかかわる次の2点の課題が導かれうる。

第ーに，教育アカウンタピリティ追及とその中核たる学校

評価において，公正・正義等の“法"の聴念や精神が改めて

重要になっている。しかもそれは，手続き上の適正さ左いう

一般論的な問題にとどまらず，教青の本質・条理iこ期したも

のであることが求められる。

持制学校誌は，学カテストだ、けに訣認した認言正耕速を禁C，

一定の樹止めとしての投書IJを果たしていた。そこには，学力

結果が様々な担金約藷要留の産物であり，教育者の糞在のみ

を問うのは不公正とする発想が見て取れる。かといって学校

への言新道を翫念ずるのでなく，児童生誌の発達をどれiまど引

き出し得たかという，教育のしごどの本質に則した評価こそ

が重要であり，いかに“教育上"公正で正義にかなうま有面に

するかというととを解明課題とすべきである竺

第二に，教育におけるアカウンタピリティ・学皆掛面を突

き動かす源泉に自を向けたとき，単品市さ明示かりやすさを求

める社会的要求が原動力となっていた。しかしそれは時とし

て，学校にとって不条理ι思えるところもあろう。

この問題に対応するには，第一の点とも関連して3 教育に

対する社会の理解がどう深まるカ泌が重要となる。その意味

では，アカウンタピリティや学校評価を，単なる番託人一代

理人関保やF 要望一志審等のベクトノレで捉えるだけでなく，

学校・鞠職員と保護者・住民(祉会的要求)との相互作用・

相互変容を轄とする“教育と社会の麟調整"の韓併一環

に位置づけて考究していく必要がある。

なお，ミシガン州のアカウンタピリティ制度が次年度以降

いかなる謂十に基づいて改定・濯用されるのか，未だ定かで

ないところが多い。それらの追跡調査も含み，さらに各学校

における対応状況，そしてf削十|との比較については，今後，

検討作業を重ねていきたハ

← 7-

注

(1)既に多くの事例防院が手がけられているが，まとまった湾関とし

て，北野秋男編~r現代アメリカの教育アセスメント行政の展開

ーマサチューセッツ州各位ASテスト)を串心に-~東傍注 2(粉

年が挙げられる。問書は教育方1長持士野との共伺研究という特色を

持つ。パ門ンガル考婿政策税見剤、らの事丘の論考として，滝沢

潤 fアカウンタビ、リティ政策下における双方向イマージ沼ン・プロ

グラムの成果と学校制面の課題 カリフォルニア州を朝列として

-J W教鞠掛概(西日本教新鮮会)j第32号， 2011i!三瀦

升噺作山側年代のカリフオルニア川、|を素材にアカウンタピリティ

帯度を一貫して論じていた。酒井研作「カリフオルニア州公立学校

アカウンタピリティ法にみる学校改善義吉動の特質と課題JW広島大

学大楠教育制時晴紙調第三制第56号，加7年， f弘

(2)A出時抽出ま高等教育分聖子で盛んに研究がなされているが，初

等中等教育分妻子にも深く関わる動向として本稿では注目している。

アメリカで防本来，州ではなく地峻別の基準協会が主体となってき

た。さしあたり前回早苗 Fアメリカの大学基準成立史研究-rアク
レテ守イデーション」の鳳rfi.と展開一』期言生 2∞3年，参照。

なお，ここにしザ「認喜磁羽冨jの訳語については留保が必要であ

る。一般に諦磁平価という制度枠組の下では各技・各大学に対し

て直接に評価を行う団体・組織等(榊価団体J)が，政府と別個の

ものとして存在する。 f言塁審援を盟事泌∞)Jの錦之それら評鵠3:l

体が政府によって公的に認められたな郎事i刷〉状況を指し示す

際に用いられる。そのことからすす11え各学校を直接の対象とする

翻断為，換言サれi若手稲田体料子う嗣極端部の訳語として器'jf

評価の穏を充てるの比ふさわしくないとの考えもありうる。

しかし本語君主，①男持きの「認註iが有する本来Hの懇義貯為

等が正当な手続‘方式でなされたと公の機関純正明すること)に回

帰した上で，②公の機関が有する榔良の源泉は国民・人民たるべき

と捉える立場に立ち，告現代教育課題を主主震に携えれは各学校に

対する人々の祉制句支持・正統性の調達を重視する必要があるとし、

う視点に基づき，号さらに添議の扱う阻噛蜘の主体が州という

公自噛関であることも念舗に置いた上で，初等中等教育における

a回叫閥mの訳詩として認m判面の穏を仮説的・暫定的に用いる。

すなわち，教薄i:t等学技会主公期全会的に認証される馬頭を主に焦点

化した事態の拒鵬・考究営企図するものである。もとよりこの語法

には短所もありうるので今後さらに検討を詰めた同

(3)筆者の所属する研究グループでは，従来はアメリカの高等教育で

注目されてきた認喜正副面が，初陣中等教育の領岐においても発展し

ている様憶に焦点を当ててきた。浜釘1孝文・岱長知章・山下晃一‘

大野裕日・照屋務駄「現代アメリカにおける枚博中等学校の謂蹟平

価(刺広蹴倒)の動向と特徴 (2)一州アカウンタピリティシス

テムどの関係に翻して-J同意採掘営学会第51醤大会自由研究

発表資料， 2011均二本稿砂-..::mはその筆者担当箇所に基づく。

なお，上記注2の認言E宝引掻概b をはじめ左する本稿創*.の記述に

ついては，共同研究に学びながらも，あくまで個対ワ剤事に過ぎず，

不備等の責は纂若手のみが負う。

(4)黒終勲持層野球学J岩波書:J;!f， 199県木興一明慨しい学校

制面と組織マネジメント』第一法規制3年，等参眠

(5)このような状況は歌米の研費動向においても以前から臆念されて

いたe 推縞「アメヲカにおける教育アカウンタピリティの今日告気楽

題-19幼年代以降の動向に着目してーJW，教育行財政研究欄西教

育行政学会リ搬5号" 1欄奪三この点に関して，近年，平田淳は

教育アカウンタピりティ概念、の精轍イヒを目指して丁寧な議論を積み

重ねており，学ぶところが大きい(平田淳町教育におけるアカウ

ンタどりティj概念の構造と構成要素に脅する一考察JWi弘前大学

教育学部紀要』第l∞号， 2明年，脚。ただそこで「学校が担うべ

き投鎖と家庭や蝉臨温うべき役割の明確H::Jをアカウンタピリチ

ィと崎県噛とされる(98頁)ことには議論の余地域執る。多i亡化
や無理難題等の糊哉の困難が論題化される今日，制市のしごとの
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質・範週をどう規定・確定するか(しないというi墾択肢も含み)こ

そ地積討されるべき喫緊の課題ではなし治、役割河院してこそ責

任も明瞭になるとすれば，アカウンタビリティ概念の多様性・複雑

性を指摘するにとどまらず，教育の条理・本質に即した役割=責任

のあり方の究明が重要かと恩われる。この陪題は教育アカウンタピ

リティの笥宙'とし、う本質的問題として一体的に論じられる必要

がある(同上拙輔参冊。

(6)こうした発想はかねてから根強い。例として松本博「アカウンタ

ビリティーの和訳の疑問JW月刊監査役(日本監査役協会u 第379

号， 1労7主民一国司企業の常顎監査役による同論考では，企業経営

をめぐるアカウンタビリティ概念の拡大が是とされる。私企業の，

しかもそれを樹舌する封土役員等の重大な「責伯を，情報公開等

の「説明」に媛小化すべきでないとし、うのが同論考のモチーフだと

思われる。それ自体は容認しうるが，こと教育や公立学校〈倒産用

ということになれば待遇そ唱珊博の担当者の得る便益，あるいは

細哉使命の公共性や使命達成の困難度等，諸条件が著しく異なるの

は明らかであり，責任の媛ノl化lこ該当するか否かを含め，厳密な学

問民検証が不可欠なことは言うまでもなしLにもカ功ミわらず，その

ような様正を知、たまま単純受容する研究も見浸けられる。

(7)ペンシルバニア州の事例を含み中部大西洋地域の基準協会を対

象とした房院に，大野裕己「アメリカにおける初等中等学校の認証

制面(制吋凶∞)の事慨暁ーミド、ルステーツ協会(MSA)に

よる認~~.判面の場合一J W顎代学校経営研究供庫教育大学学校経

営研究会u第;23号， 2011年がある。本論文と共に前記の共同研究

の一部でもある。初等中等教育をめぐる縄海籾哩準協会の動向につ

いては，浜田博文・竺労相章・山下晃一・ブヒ野裕己・照屋調大「現

代アメリカにおける初等中等学校の認2扇羽田(筋四端組∞)の動向

と特徴l日本教育陸営学会第50回大会自由肺移按資料， 2010年。

( 8 ) Mid!igan Dep副醐 d 同 1甜Cll，Si初出企 forAc，開制例

&お却問団S!-AYmゆtick"かE脱 H倒 Schools，2003. 

(9)臼ateofMidt移民 TheRevised Schoo/ Code， Mich伊 10樹事IiledLa.侭

βfCL)， 380.1280， "A回吋帥∞『¥

(10)どの措置治課られる加訓骸育長が決定するものとされている。

これら措置の運用実績は確認で、きなかったが，これには本文でも触

れた鶏擦の不認証校数¢少なさが影響していると推測される。なお

学校に対する一連の制裁措置については，社舗IJ度一般へ¢信頼

度・予期や制庫島念，国家権力と評価の構成のあり方等にも大きく

依存するものの，日本での導入の是非等も想定した検討が必要にな

ってきたようにも思われる。原酒句考察としては三上和夫『教育の

経済』春風住 zω5年，特に第三章に学びつつある。事伊験討例と

しては，対象地域や年代も異なるが，さしあたり拙潜『制強帯義会

制度における政策決定』多賀出版， 2002年， p.18似下参照。

(l1)Midt明lDe抑位制 of同師団，School必portCard Sumn問 land

Data File 201削岬:/'畑IWWmidt氾;ngov:幼児回田町'mdt必伝dia_Repor白

w曲~a泊:_Nurr蜘耳_2010_3295∞ー7.zipω12nJ8最終確認、)

(12)Mi也伊1Dep組副 of凪刷∞，Peifom四welnt枇E面 倒 介助b

G焔冊目S!;劫oollmprOl抑留11Fl抑制lIorkSI脚叫 2仰.前子閥渚で

は全鈎項目に及ぶ「重要な特徴Jが設定されたが，その後，割面作

業の軽減等のため，各えンチマークを網羅しう叫OJ頁目に絞り込ま

れた。譜面珊に際しては最悶1艮の自己制面で済むが，全項目に渡

る広範な改善を自発的に望む学校を支麓するために，手引書等も準

備されてしも。Midti伊 1拘置価回 ofE山岨cn， Michi伊 18School 

lmpr明相側Framewc枕 Actionp，日がolio:School 0冊rprohemi開 Needs

必sessmentandPla脚gTOI.治~2009. 

(13)こPぺンチマーク(学校文化，風土)で挙げられるその他の「重

要な特酌として， rデータに基づいて動く文仙「協働甘な意思決

定のプロセス」等がある。

(α14凶4の)Mi也移酔阻 D中制a

F丹raJ即閉wιorkl必b砧必'rics，2∞5および:， Mid!igan DI苧恒也溜並 of&恥泊.cn，

Michigans Schoo/ ImproI側 側 Framework:Aω剖 P研1I0Iio，Schoo/ 
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Comp出刑siveJ..回isA&Y!ru17間百 andPlannil司~Tc柚18， School 17官四

Profile， 2(即.ミシガンの取り組みをめぐっては，地拘拐IJの学校認証

剖面機関の一つである北西部地域協会的CACASI: N団世1car叫
A飯沼泊∞α:mnnissicn∞Aα:redi凶cnandSdt叫Improvement)，さら

にはその親団体であるアドバンスエド仇dvaceED)との関係が，

重要な検討事頁として残されている。

(15)ここでのループリックを中心とする考察に際しては，教育方法学

で展開される龍命から清変を得九田中耕台『教需判削岩波書底

2∞8年， 143-144頁。

(16)Midt明lDep醐削ofE恥aticnヲMic抑制SchoolAcC1'l幼切tionand

Acc仰帥d砂制捌 Fト捌跡前泊ionYES! ToMI-SAAS， 2010. 

(17)U.S政抑佃副 ofEdu噛cnOffice of Elemr阻 yad secm伽y

Edu噛凪COfflolidi耳 ば 蜘e々が配的'onAcc四帥ililyWG91劫白木2∞3

(18)日犯明I， MP.，M.側orw幼mjivmSI府刷。吻ぜqfPuhlic Imtruc伽

to the Michigan品取BoarrJqfEdl帥例July26， 2010 

(19)陥 α帥 C畑町Associliicnof Sd町並Admini鑑蜘s&地 m也

Associa回1of Curriculum Ad!加盟諸説o!s， p，佃・'tion01'1 the 17甲田d

M1Chi抑 SchoolAω叫師側andAcc，個師;11糾 lStem(Ml-&叫 2010.

(20)M出伊説蹴B畑 dofE血g組処肺臓sqfOct，め0・12，2010.

(21)F1an褐an，MP.，Mem研切幼mjivmSi呼脚脚吻lIqfPt必，licImtruc伽

totl官M1Cm伊巾政BoarrJg伍 枇'ation，February 1，2011 

(22)加えて近年の連邦讃諌「レース・トゥ・ザ・トップ町TI:Race 

ω血.eTql)Jに即して導入された「恒常的低学力校りスト倒λ

陶盟蜘JtlyLow頃A出即時国)Jへの登載の有無も考慮される。

(23)さらに，学校・学区の社会経済的背景等の情報が諒岡田寺に考

慮に入れられるべき項目から脚トされ，単なる参考的情報提供と位

置づけられてしまった。

(24)以下の記述は原告団の準備した訴状に基づいている。 Fen出 e

Puhlic Schools，刷 una:;ωPめlic幼 m，地Idleci前回 Educati，仰

A&Yぽiationand Lans音型rSchool政strictv. Michigan Depc同開lIqf

L伽副'onandMic加 '1FlaJ時制 inhis qfftcial勾配砂Ia<i si脚官伽肋百

qfPuhlicb耐官tion，state ofM出伊1in 1he cirru性白Jrtfor1he白lJ[並yαf

hゆam，F，伽町7，2011.ミシガン中都市学区協会は剛、|て都市部を

抱える学区を中心として1972年に結成され，都市部特有の教育課題

への矧持の共同事業に取り組んでし、る。

(25)Mi岨eCi臨Ediぉ組∞Associ組処ForImn距ゐ峨Rele，ωe∞Fetruary

7，2011 

(26) Femdale pt姐 cSdtα'As，FemdaleS出me.胸四;A命的4， 2011 この

訴訟を通じて州教育局の窮状も指摘された。提訴直後の記事による

と，予期I臓に伴う早期潤哉と人員補充凍結でミシガン州、|教育局は

人材不足に陥り，多くの経験豊かな職員カ滴倒見したため知識が枯渇

している，と州教育長自身が嘆いていたとされている。原告団を構

成するカラマズー学区の教育長ライス倒ぬ M)は，これを機に，

州教育局を窮地に晶、込む教育予算の不足払暗についても注目され

ることを耕寺したい， と述べた M岨e伽 .esEdu哨cnAssoci泊.cn，

ibid)。 同様の記主は， Mid:ugl担Associ姐∞αfSdt叫 A血linistr制 止

JudgeBl，配 ，ksMI-必“SAα四ゆ帥on5jsωn，March 3， 2011，1岬://gJ.班l3S3.

a以aws/jI地;e-blαb剖・鈎待問吋帥叩苛批m (2012nJ8最終確認)

にも見られる。なお，R:口Tにおいてミシガンが遅れを取ったこと

から，学校の序列ヒを輔自とする厳しい割高・i郵1蹄肢を構築した

との見角平もある。

(27)F1a噂m，MP.，M.側側1liumfi酬 S呼脚伽肋11qf Puhlic Instruction 

totheA倣伊d 耳障B血urJg倍加淵01'1，June 8，2011. 

(28)関連する汀可制な提起として， R油脂並I， R，Ret政均J.&11加盟R

W， G即均 E伽1tion: 曲仰型~AccCJU1帥 1砂 Rig如]耐m 印 l申

目指s，2∞>8，は重要な房間のーっと考えられる。

※本稿fj:2仰~11年度完ヰ学研究費補助金(基盤研究B) r現代アメリ

カの学校認居届平価における学校改善支援機能に関する学術調査研

免(研究代表者浜田博却の成果の一部である。


	0001
	0002
	0003
	0004
	0005
	0006
	0007
	0008

